
 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社 

 

 

連結貸借対照表 

（単位：百万円）

期　　別 平成21年度
（2010年3月31日現在）

平成22年度
（2011年3月31日現在）

科    目 金　　額 金　　額

59,794 185,962

58,500 65,000

9,316 14,405

136,485 231,434

3,058 2,200

5,475,185 9,190,404

413,105 547,577

99,447 105,322

49,566 49,552

45,233 47,147

- 33

4,648 8,588

13,511 129,044

5,553 13,444

7,850 114,138

108 1,460

- 24

7,412 9,121

138,157 206,907

94,308 162,598

△△△△ 2,266 △△△△  1,862

6,506,016 10,848,142

6,093,291 9,968,961

34,622 72,795

6,024,913 9,845,685

33,755 50,480

16,455 17,943

162,705 480,887

43,127 86,994

2,066 2,339

9,992 29,070

9,992 29,070

18 -

6,327,657 10,586,195

26,105 47,105

75,334 96,334

50,723 84,200

152,162 227,640

14,387 10,916

14,152 25,765

△△△△ 2,342 △△△△  2,375

26,196 34,307

178,359 261,947

6,506,016 10,848,142

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

代代代代 理理理理 店店店店 貸貸貸貸

そそそそ のののの 他他他他 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

繰繰繰繰 延延延延 ヘヘヘヘ ッッッッ ジジジジ 損損損損 益益益益

土土土土 地地地地 再再再再 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

そそそそ のののの 他他他他 のののの 包包包包 括括括括 利利利利 益益益益 累累累累 計計計計 額額額額 合合合合 計計計計

純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

負負負負 債債債債 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

（（（（純資産純資産純資産純資産のののの部部部部））））

資資資資 本本本本 金金金金

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

役役役役 員員員員 退退退退 職職職職 慰慰慰慰 労労労労 引引引引 当当当当 金金金金

特特特特 別別別別 法法法法 上上上上 のののの 準準準準 備備備備 金金金金

価 格 変 動 準 備 金

再再再再 評評評評 価価価価 にににに 係係係係 るるるる 繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 負負負負 債債債債

支 払 備 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

再再再再 保保保保 険険険険 借借借借

そそそそ のののの 他他他他 負負負負 債債債債

退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金

そそそそ のののの 他他他他 資資資資 産産産産

繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産

貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金

資資資資 産産産産 のののの 部部部部 合合合合 計計計計

((((負債負債負債負債のののの部部部部））））

保保保保 険険険険 契契契契 約約約約 準準準準 備備備備 金金金金

有有有有 価価価価 証証証証 券券券券

貸貸貸貸 付付付付 金金金金

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

再再再再 保保保保 険険険険 貸貸貸貸

土 地

建 物

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

（（（（資産資産資産資産のののの部部部部））））

現現現現 金金金金 及及及及 びびびび 預預預預 貯貯貯貯 金金金金

ココココ ーーーー ルルルル ロロロロ ーーーー ンンンン

債債債債 券券券券 貸貸貸貸 借借借借 取取取取 引引引引 支支支支 払払払払 保保保保 証証証証 金金金金

買買買買 入入入入 金金金金 銭銭銭銭 債債債債 権権権権

金金金金 銭銭銭銭 のののの 信信信信 託託託託

 



 プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

連結損益計算書 

（単位：百万円）

期   別 平成21年度 平成22年度

2009年4月1日から 2010年4月１日から

科　　目 2010年3月31日まで 2011年3月31日まで

金　　額 金　　額

1,205,546 1,342,193
975,329 1,131,659
220,369 202,386
178,379 183,584

19,410 6,420
5,362 4,178

- 5,817
506 2,385

16,710 -

9,847 8,146
1,159,220 1,272,790

666,152 593,943
155,278 153,101
47,453 47,449

55,099 44,150
271,918 226,970

125 100

24,981 5,039
111,295 117,131

225,796 402,374
- 5,212

225,680 397,047

116 114

86,105 83,182
1,604 2,583

- 4
7,086 1,972

15,827 6,695

9,595 97
18,803 -

22,217 60,010
600 937
121 0

2,066 1,896
8,181 6,097

- 2,885

159,102 172,018
22,062 21,270
46,326 69,402
36,683 4,789

105 483
36,578 4,305
37,433 13,272

665 473
367 15

4,960 11,871
31,439 911
7,991 8,029

37,585 52,890
11,856 17,347
△△△△ 3,377 2,098

8,478 19,445
- 33,445

24 -

29,082 33,445

経    常    収    益経    常    収    益経    常    収    益経    常    収    益

保保保保 険険険険 料料料料 等等等等 収収収収 入入入入
資資資資 産産産産 運運運運 用用用用 収収収収 益益益益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 収収収収 益益益益
経    常    費    用経    常    費    用経    常    費    用経    常    費    用

保保保保 険険険険 金金金金 等等等等 支支支支 払払払払 金金金金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責責責責 任任任任 準準準準 備備備備 金金金金 等等等等 繰繰繰繰 入入入入 額額額額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資資資資 産産産産 運運運運 用用用用 費費費費 用用用用
支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用
特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事事事事 業業業業 費費費費
そそそそ のののの 他他他他 経経経経 常常常常 費費費費 用用用用

経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益
特    別    利    益特    別    利    益特    別    利    益特    別    利    益

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 等等等等 処処処処 分分分分 益益益益
そそそそ のののの 他他他他 特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

特    別    損    失特    別    損    失特    別    損    失特    別    損    失

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 等等等等 処処処処 分分分分 損損損損
減減減減 損損損損 損損損損 失失失失

法法法法 人人人人 税税税税 及及及及 びびびび 住住住住 民民民民 税税税税 等等等等
法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額

価価価価 格格格格 変変変変 動動動動 準準準準 備備備備 金金金金 繰繰繰繰 入入入入 額額額額
そそそそ のののの 他他他他 特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

契契契契 約約約約 者者者者 配配配配 当当当当 準準準準 備備備備 金金金金 繰繰繰繰 入入入入 額額額額

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 合合合合 計計計計
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 損損損損 益益益益 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益
少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 利利利利 益益益益

税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

 

 



 プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

（連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 ８社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会

社、プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、AIG エジソン生命保険株式会社、

エイアイジー・スター生命保険株式会社、ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社（旧 AIG フ

ァイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社）、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支

店）を営業者とする匿名組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン

投資事業有限責任組合であります。 

 ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社は当社による株式取得により子会社となったため、

当連結会計年度から連結の範囲に含めております。 

 AIG エジソン生命保険株式会社及びエイアイジー・スター生命保険株式会社は当社及びジブラルタ生

命保険株式会社による株式取得により子会社となったため、当連結会計年度から連結の範囲に含めてお

ります。 

 主要な非連結の子会社及び子法人等は、株式会社エイアイジービジネスサービス、株式会社キャピタ

ルシステムサービス、株式会社クリス、東邦信用保証株式会社、クリスタル・リアルティ有限会社を営業者

とする匿名組合及び六本木スカイタワーコーポレーションを営業者とする匿名組合であります。 

  非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益の観点からみて、いずれもそれぞれ小

規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏し

いため、連結の範囲から除いております。 

 

（2） 持分法の適用に関する事項 

 非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないので、持分法を適用しておりません。 

 

（3） 連結される子会社及び子法人等の当連結会計年度の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者と

する匿名組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限

責任組合の決算日は１２月３１日であり、当連結会計年度の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用して連結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の決算日は２月２８

日であり、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 

（4） のれんの償却に関する事項 

 プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社の取得により発生したのれんは、定額

法により５９か月間、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合の

追加取得により発生したのれんは、定額法により２０年間でそれぞれ償却しております。 

  



 プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

注記事項(連結貸借対照表関係) 

 

1.会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、子会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令

第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものが発行する株式をいう）については原

価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調

整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以

外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 土地の再評価は、平成１７年２月１日に合併した旧あおば生命保険株式会社においては、「土地の再評価

に関する法律」（平成１０年３月３１日公布 法律第３４号）に基づき事業用土地の再評価を行い、再評価差

額金を純資産の部に計上しております。 

 再評価を行った年月日：平成１４年３月３１日 

 同法律第３条第３項に定める再評価の方法： 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日

公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格等に奥行補正等の合

理的な調整を行って算定しております。 

 

（4） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

      ・建物 

    ①平成１０年３月３１日以前に取得したもの 

      旧定率法によっております。 

    ②平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの 

      旧定額法によっております。 

    ③平成１９年４月１日以降に取得したもの 

      定額法によっております。 

 

   ・建物以外 

    ①平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

      旧定率法によっております。 

    ②平成１９年４月１日以降に取得したもの 

      定率法によっております。 

 

（5） 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

 

（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

又、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しており

ます。 
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上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は１，８９４百万円であります。 

 

（7） 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当連結会計年度末において

発生したと認められる額を計上しております。 

（追加情報） 

 プルデンシャル生命保険株式会社につきましては、従業員の平均残存勤務期間を見直した結果、当連

結会計年度より数理計算上の差異の処理年数を従来の１０年から９年へ変更しております。この変更に伴う

損益に与える影響は軽微であります。 

 

（8） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（9） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

（10） リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（11） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日企業会計基準委員会）に従い、

外貨建債券に対する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ及び外貨建債券のキャッ

シュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行なっております。 

 なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっ

ております。 

 

(12) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては当連結会計年度に費用処理しております。 

 

(13) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の金額を

積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約（ただし平成１３年４月２日以前に締結された有配当個人保険及び個人

年金保険契約を除く） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により

計算した金額に会社が必要と認めた金額３１，９４８百万円を加え、内閣総理大臣が定める方式（平成

８年大蔵省告示第４８号）による金額と同額を積み立てております。 

② 上記①以外の契約 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により

計算した金額に会社が必要と認めた金額１３，０８６百万円を加え、平準純保険料式による金額と同額

を積み立てているほか、４８，０００百万円を積み立てております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計算
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しております。 

（AIG エジソン生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

   なお、将来にわたっての健全性を確保するための追加責任準備金を４，３７１百万円積み立てております。 

（エイアイジー・スター生命保険株式会社） 

① 平成１９年４月２日以降の新契約 

a. 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

b. 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

② その他の契約 

      保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて全期チルメル式（平成１３年４月１９日以降の

新契約については、５年チルメル式）により計算した額に、会社が必要と認めた額を加え、次の方式により

計算した金額と同額を積み立てております。 

a. 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

b. 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

(14) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

2.会計方針の変更 

（1） 資産除去債務に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号）を適用しております。 

これに伴い、有形固定資産が９００百万円増加し、買入金銭債権が２９４百万円増加し、その他資産が４００

百万円減少し、資産除去債務がその他負債に１，９８８百万円計上されております。又、経常利益が６７百万

円減少し、税金等調整前当期純利益が７４８百万円減少しております。 

 

（2） 表示方法の変更 

保険業法施行規則別紙様式が改正されたことにより、前連結会計年度において「評価・換算差額等合計」

として表示していた科目について、当連結会計年度より「その他の包括利益累計額合計」として表示してお

ります。
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3.金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、ALM（資産負

債総合管理）の観点から保険負債の特性にマッチする運用資産への投資を行っております。具体的には、

安定したキャッシュ・フローが得られる国債や信用度の高い発行体に対する確定利付資産を運用の中心に

置き、その他の確定利付資産・株式・不動産などへの投資を限定的に実行することで総合収益の向上を図

っております。なお、外貨建保険負債に対応するものを除いて、外貨建公社債については、原則として、為

替ヘッジを行っております。 

 デリバティブ取引に関しては、(a)運用資産に係る市場リスク、(b)運用資産に係る信用リスク、(c)ALM 上の

金利リスクの各リスクのヘッジを目的として、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプション、金利スワップ及

びクレジット・デフォルト・スワップを行っております。 

 なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスクおよび信用リスク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取

引は市場リスクおよび信用リスクに晒されております。 

 市場リスクの管理にあたっては、バリュー・アット・リスク(VaR)を用いて、その他有価証券として保有する金

融商品の市場リスク量を計測しております。 

 信用リスクの管理に関しては、集中リスクに留意した保有限度額の設定と遵守状況のモニタリング・報告、

与信を伴う投融資の個別案件（投資一任契約に基づき行われる運用等は除く）ごとの審査・信用調査、VaR

を用いた信用リスク量の計測等を行っております。 

   又、リスク管理規程等において定められたリスク・リミットと VaR によるリスク量との比較等の規程の遵守状

況を定期的に取締役会等に報告しております。 

 デリバティブの内包するリスクは、市場リスクについては、現物資産と合わせて一元的に管理しております。

信用リスクのうち、デリバティブ取引の決済の確実性に関わるカウンター・パーティー・リスクの管理について

は、信用度の高い取引先を選定することで行っております。 

 特別勘定の資産運用にあたっては、国内外の株式・国内外の公社債・その他の有価証券等を運用対象

に分散投資を図り、特別勘定資産の着実な成長と中長期的観点にたった収益の確保を目指しております。

また、リスク分散の観点から、少数銘柄に偏ることなく、資産種類（株式・債券・外国証券・その他の有価証券

等）及びそれぞれの資産毎での分散投資を心掛け、バランスのとれた運用を行っております。 
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（2）  金融商品の時価等に関する事項 

主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。 

（単位：百万円） 
  連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金  
１８５，９６２ 

 
１８５，９６２ 

 
- 

コールローン  
６５，０００ 

 
６５，０００ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 ９７，８２５ １００，８１９ ２，９９３ 
 その他有価証券 ４８，１３５ ４８，１３５ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 １６２，３３８ １６２，３３８ - 
 満期保有目的の債券 ４４２，０９４ ４４５，４７３ ３，３７９ 
 責任準備金対応債券 ６，１０２，６８０ ６，２３１，１７４ １２８，４９３ 
 その他有価証券 ２，３７６，７５６ ２，３７６，７５６ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ２１６，９１４ ２１６，９１４ - 
 一般貸付 ３３０，６６３ ３６０，９５７ ３０，２９４ 
 貸倒引当金 △１，１８８ - - 
  ５４６，３８９ ５７７，８７２ ３１，４８３ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの １２，６４０ １２，６４０ - 
 ヘッジ会計が適用されているもの ６０，１８３ ６０，１８３ - 
（借入金）    
  （３４３，８６４） （３４２，７０６） １，１５７ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現預金及びコールローンは全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」に基づく有価証券として取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

３月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行なっております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当連結会計年度末における連結貸借対照表価額は、６４，５６７百万円、組合出資金等

の当連結会計年度末における連結貸借対照表価額は４１，９６７百万円であります。 
 

③ 貸付金 
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返

済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 

一般貸付金のうち、法人向け貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算
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して時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用し
ております。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて
個別貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としておりま
す。 

個人向けの住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積もりキ
ャッシュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 

割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 
④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション、金利スワップ取引及びクレジット・デフォルト・スワップ

取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 
 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 
一部の連結子会社及び子法人では、東京都その他の地域において賃貸等不動産を保有しております。当

連結会計年度末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は１４６，７８６百万円、時価は１８０，６９
９百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づ
き社外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を加えたものを含む）であります。その
他の重要性が乏しい物件については、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算額を時価として
おります。 

又、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は３０７百万円であ
ります。 

 

5.  貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は１０，１２７百万円であります。な

お、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は５３２百万円、延滞債権額８，８１０百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額１，８９４百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行なっ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９

６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金でありま

す。 

又、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、７８４百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6.  有形固定資産の減価償却累計額は３６，６７４百万円であります。 

 

7.  特別勘定の資産の額は１７１，３２７百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  

 

8.  繰延税金資産の総額は２９１，７８２百万円、繰延税金負債の総額は９３，７５１百万円であります。繰延税金

資産のうち評価性引当額として控除した額は３５，４３２百万円であります。 

   繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、有価証券評価損６９，０６９百万円、保険契約準備金４９，０６２

百万円、その他有価証券の評価差額３８，４８５百万円、繰越欠損金３５，８０５百万円、退職給付引当金３１，５

２５百万円及び連結会社間内部利益消去１３，０８０百万円であります。 

   繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額５０，８７１百万円、繰延ヘッジ利

益１６，８２７百万円及び子会社株式取得による責任準備金対応債券の評価差額１５，２７９百万円であります。  
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9. 土地再評価に係る繰延税金資産の総額は、８５７百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額とし

て控除した額は、８５７百万円であります。 

 

10.  当連結会計年度における法定実効税率は４０.６９％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異の主な内訳は、有価証券評価損等評価性引当額の変動による影響△１．００％であ

ります。 

 

11. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.  関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は２７百万円、出資金は１０，６１５百万円であり

ます。 

 

13.  担保に供されている資産の額は、有価証券４１，６１２百万円であります。 

又、担保付き債務の額は３４，３２９百万円であります。 

 

14. １株当たり純資産額は、２８７，５３８，５４３円２８銭であります。 

 

15. 企業結合に関する事項 

(AIG エジソン生命保険株式会社) 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称 

 AIG エジソン生命保険株式会社 

(2) 被取得企業の事業内容 

 生命保険業 

(3) 企業結合を行った主な理由 

 ジブラルタ生命保険株式会社と AIG エジソン生命保険株式会社及びエイアイジー・スター生命保険

株式会社は生命保険の販売チャネルにおいて共通点を有しております。この共通点を活かし、AIG エ

ジソン生命保険株式会社及びエイアイジー・スター生命保険株式会社のお客様を加えた日本における

プルデンシャルグループのお客様に、より一層質の高いサービスを効率的に提供する体制を構築する

ことを目的として、将来的にジブラルタ生命保険株式会社と AIG エジソン生命保険株式会社及びエイ

アイジー・スター生命保険株式会社の３社を合併することを予定しております。将来の３社統合・合

併を円滑かつ迅速に進めるために、AIG エジソン生命保険株式会社及びエイアイジー・スター生命保

険株式会社の２社をジブラルタ生命保険株式会社の子会社といたしました。 

(4) 企業結合日 

平成２３年２月１日 

(5) 企業結合の法的形式 

  株式の取得 

(6) 結合後の企業の名称 

AIG エジソン生命保険株式会社 

(7) 取得した議決権比率 

９９．９９％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  当連結会計年度末をみなし取得日としているため、該当はありません。 

イ.前連結会計年度末残高       ３３，７５５ 百万円 

ロ.当連結会計年度契約者配当金支払額 １０，４５０ 百万円 

ハ.利息による増加等 １１４ 百万円 

ニ.契約者配当準備金繰入額 ８，０２９ 百万円 

ホ.新規連結に伴う増加額 １９，０４０ 百万円 

ヘ.その他による減少 ９ 百万円 

ト.当連結会計年度末現在高 ５０，４８０ 百万円 
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３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 １１２，１５０百万円 

取得原価 １１２，１５０百万円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

  ３３，６８０百万円 

(2) 発生原因 

  当社及びジブラルタ生命保険株式会社が取得した AIG エジソン生命保険株式会社の株式の取得価額が、

みなし取得日の被取得企業の時価純資産の金額を上回ったことによるものです。 

(3) 償却方法及び償却期間 

  ２０年間の定額法で償却 

５．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 受入れた資産の額 ２，４２０，６０７百万円（うち有価証券２，１３０，９１２百万円） 

(2) 引受けた負債の額 ２，２１５，４２３百万円（うち保険契約準備金２，１６４，６４８百万円） 

 

(エイアイジー・スター生命保険株式会社) 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称 

  エイアイジー・スター生命保険株式会社 

(2) 被取得企業の事業内容 

  生命保険業 

(3) 企業結合を行った主な理由 

  AIG エジソン生命保険株式会社と同様であります。 

(4) 企業結合日 

  平成２３年２月１日 

(5) 企業結合の法的形式 

  株式の取得 

(6) 結合後の企業の名称 

  エイアイジー・スター生命保険株式会社 

(7) 取得した議決権比率 

  １００．００％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  当連結会計年度末をみなし取得日としているため、該当はありません。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 １６８，３６１百万円 

取得原価 １６８，３６１百万円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

  ４６，０６６百万円 

(2) 発生原因 

  当社及びジブラルタ生命保険株式会社が取得したエイアイジー・スター生命保険株式会社の株式の取得

価額が、みなし取得日の被取得企業の時価純資産の金額を上回ったことによるものです。 

(3) 償却方法及び償却期間 

  ２０年間の定額法で償却 

５．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 受入れた資産の額 １，４８３，０４６百万円（うち有価証券１，３３９，０３２百万円） 

(2) 引受けた負債の額 １，３６０，７５０百万円（うち保険契約準備金１，３１１，０７７百万円） 
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(AIG ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社) 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称 

AIG ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社 

(現 ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社) 

(2) 被取得企業の事業内容 

  投資業・金融業 

(3) 企業結合を行った主な理由 

プルデンシャルグループの事業の拡大および保険契約者へのサービスの拡充を図るため、AIG グループ

より AIG エジソン生命保険株式会社、エイアイジー・スター生命保険株式会社および関連会社の全発行済株

式をプルデンシャルグループが取得することとなり、関連会社の一つである AIG ファイナンシャル・アシュアラ

ンス・ジャパン株式会社を当社の子会社といたしました。 

(4) 企業結合日 

 平成２３年２月１日 

(5) 企業結合の法的形式 

 株式の取得 

(6) 結合後の企業の名称 

 ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社 

(7) 取得した議決権比率 

 ９９．９３％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

被取得企業のみなし取得日を平成２３年２月２８日としており、当連結会計年度においては、被取得企業の

貸借対照表のみ連結し、損益計算書は連結しておりません。なお、みなし取得日と連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 ３２，２０５百万円 

取得原価 ３２，２０５百万円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

  ２７，２４９百万円 

(2) 発生原因 

  当社が取得したファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の株式の取得価額が、みなし取得日

の被取得企業の時価純資産の金額を上回ったことによるものです。 

(3) 償却方法及び償却期間 

  ５年間の定額法で償却 

５．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額 

(1) 受入れた資産の額 １４３，３２４百万円 

(2) 引受けた負債の額 ６６，７９３百万円 

  

16. 貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、５，９９９百万円であります。 

 

17. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末における今後の

負担見積額は２５，７３８百万円であります。そのうち２５７百万円については連結貸借対照表のその他負債に

含めて計上しており、残額の２５，４８１百万円については、その拠出した連結会計年度の事業費として処理し

ます。 

 

18. 責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額は６，１０２，６８０百万円、時価は６，２３１，１７４百万円

であります。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債
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のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除く円建て保険契約群及び②ユーロ建て保険契約群をそ

れぞれ小区分としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すなわち将来における一定期間内

の保険収支に基づくデュレーションを勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群について、当年

度末日現在の保有契約から今後３０年以内に生じると予測される、保険金・経費等のキャッシュ・アウトフローと

保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それらの金利感応度をコントロールすることにより、

金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券のデュレーション及び資金配分を定めて

おり、また、四半期毎の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行なっております。 

上述の方法を用いた将来の①円建て保険契約群の保険収支の期間は３０年、負債のデュレーションは１０．

５年、将来の保険料のデュレーションは７．３年、責任準備金対応債券のデュレーションは１１．０年となってお

ります。また、②ユーロ建て保険契約群の保険収支の期間は３０年、負債のデュレーションは１３．６年、将来の

保険料のデュレーションは７．０年、責任準備金対応債券のデュレーションは１４．８年となっております。 

 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①円建通貨指定型個人年金保険契約群及び円建積立利率更改型一時払終身保険契約群を除く円建

保険契約群②円建通貨指定型個人年金保険契約群及び円建積立利率更改型一時払終身保険契約群③ド

ル建保険ファンド（一時払年金・利率更改型終身）④ドル建保険ファンド（その他）⑤ユーロ建一時払保険ファ

ンド及び⑥豪ドル建一時払保険ファンドをそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

なお、金利要因以外の要因で時価が低下した債券について、当年度において責任準備金対応債券からそ

の他有価証券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券が２４百万円、その他有価証券

評価差額金が１５百万円増加し、繰延税金資産が８百万円減少しております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち円建保険契約群を小区分としております。 

小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内で

マッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

 

（AIG エジソン生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①東邦一般資産区分に属する個人保険、個人年金②セゾン一般資産区分に属する個人保険、個人年

金（財形年金を含む）③一般資産区分に属する個人保険、個人年金（医療保険を除く）④米ドル建個人年金

資産区分に属する個人年金⑤米ドル建ＭＶＡ個人保険資産区分に属する個人保険⑥米ドル建ＭＶＡ個人

年金資産区分に属する個人年金⑦豪ドル建ＭＶＡ個人年金資産区分に属する個人年金⑧米ドル建個人保

険資産区分に属する個人保険⑨ユーロ建個人年金資産区分に属する個人年金⑩ユーロ建ＭＶＡ個人年金

資産区分に属する個人年金をそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ
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ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、資産運用委員会において責任準備

金対応債券への資金配分計画の見直しを定期的に行っております。 

 

（エイアイジー・スター生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券にかかる運用は、資産・負債の特性に応じ、予め設定した投資方針書に基づき行っ

ております。負債の特性に対応した金利リスクの管理を行っており、また責任準備金対応債券のデュレーショ

ンの有効性の判定結果等については、ALM 委員会が定期的に確認しております。責任準備金対応債券の

設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づいて次の区分を設定しております。 

① 一般資産区分に属する保険契約群 

②米国通貨建一般資産区分に属する保険契約群 

③CV 保険資産区分に属する保険契約群 

④円貨建利率変動型終身保険資産区分に属する保険契約群 

⑤米国通貨建利率変動型終身保険資産区分に属する保険契約群 

⑥米国通貨建利率変動型養老保険資産区分に属する保険契約群 

⑦米国通貨建利率変動型年金保険資産区分に属する保険契約群 

⑧多通貨選択型一時払年金保険資産区分のうち、円建の保険契約群 

⑨多通貨選択型一時払年金保険資産区分のうち、米ドル建の保険契約群 

⑩多通貨選択型一時払年金保険資産区分のうち、ユーロ建の保険契約群 

⑪多通貨選択型一時払年金保険資産区分のうち、英ポンド建の保険契約群 

⑫多通貨選択型一時払年金保険資産区分のうち、豪ドル建の保険契約群 

 

19. 退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 

① 退職給付債務およびその内訳 

イ． 退職給付債務 △１２８，０８５百万円 

ロ． 年金資産 ３８，８１０百万円 

ハ． 未積立退職給付債務（イ + ロ） △８９，２７４百万円 

ニ． 会計基準変更時差異の未処理額 ７１４百万円 

ホ． 未認識数理計算上の差異 １，２６１百万円 

ヘ． 未認識過去勤務債務 ３０９百万円 

ト． 連結貸借対照表計上額純額 （ハ+ニ+ホ+ヘ） △８６，９８９百万円 

チ． 前払年金費用 ４百万円 

リ． 退職給付引当金 △８６，９９４百万円 

親会社であるプルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

 

② 退職給付債務等の計算基礎 

イ．退職給付見込額の期間配分方法          期間定額基準 

ロ．割引率                     １．００％～２．００％ 

ハ．期待運用収益率                   ０．９０％～３．００％ 

ニ．会計基準変更時差異の処理年数           １５年 

ホ．数理計算上の差異の処理年数         翌期より５年～１０年 

ヘ．過去勤務債務の額の処理年数   ５年または１０年もしくは発生年度における一括費用処理 

 

20. 支払備金は、東日本大震災の発生を受けて積み立てた額６，２５６百万円を含んでおります。 

 

21. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（連結損益計算書関係） 

 

（1）  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第２２号 平成２０年１２月２６日）に基づく保険業法

施行規則の改正により、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示してお

ります。 

 

（2） １株当たりの当期純利益は５９，８４２，５１３円４６銭であります。 

 

（3） 退職給付費用の総額は、５，００４百万円であります。なお、その内訳は以下の通りです。 

イ． 勤務費用 ３，６２６百万円 

ロ． 利息費用 ９９７百万円 

ハ． 期待運用収益 △１４６百万円 

ニ． 会計基準変更時差異の費用処理額 １７８百万円 

ホ． 数理計算上の差異の費用処理額 ２７６百万円 

へ． 過去勤務債務の費用処理額 ４９百万円 

ト． その他 ２２百万円 

簡便法を採用している親会社であるプルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社の

退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

 

（4） 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 

 


